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経言斉論 叢 〔京翻～大学)第163巻 第5・6号,1999年5・6月

不確実性下の土地課税と土地利用規制の経済効果

響

鄭 姻 潤

1は じ め に

土地は人々の住環境をなす公共財 としての性格を持っているため,ど め国で

.もそれが最 も効率的に利用されるように様々な政策手段を導入している。日本

で も土地課税 と上地利用規制が主な政策手段 として運用されており,土 地譲渡

税 と固定資産税,地 価税等の上地保有税や容積率規制と最小敷地規制等の土地

利耶規制がその.例である。

しか し,日 本の土地政策は決 して成功 しているとは言えず,い ままで周期的

な地価波動を経験 しているのが事実である。そして,経 済状況によって異なっ

た政策手段が導入され,政 策の一貫性に問題があ り,ま た分野別に土地政策の

あ り方に対す る見解も異なっている'}。例 えば,地 価上昇が激 しかった80年 代

後半には,地 価 ヒ昇の原因を低い土地保有費用による土地供給不足と見て,土

地保有税の強化が主な政策方向となったが,最 近は.ヒ地の取引の不振を理由と

して上地保有税の緩和が議論されているZ)。そ して,都 市計画を重んじる分野.

では土地利用規制の強化を主張 しており,そ の影響を受けて土地政策もその方

向に移 りつつあるのも事実である%

このような]本 の状況から.見ると,.土地 と住宅の実物市場の経済主体の意志

1)土 地保有 税の強化を重視 してい る論 者は野[[1992],宮 尾[1987],[1991]等 の経 済学者 で

あ り,土 地利用計画を重視 している論 者は大谷[1993]を 中心 とす る都市計画学者である。そ し

て,岩 田[1992],岩 田1小 林 ・福井[1994]は 折衝 的な立場 を取 ってい る.

2〕 日本の土地政策の変遷については野][1992]を 参照 され たい。

3〕 都市計画重視論 に対 しては,大 谷[1993].を 参照 されたい。
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決定にはかなりのリスク要因が存在すると考えられる。 リスク要因には天災や

技術的激変,競 争相手の不確実な行動など様々な要因があり得るが,日 本の場

合は不安定な政策から出て くるそれが大 きいと思われる。 したがって,ど の政

策が望ましいかを分析するためには,こ のような要因を考慮 して分析する必要

があるだろう。そ して,も う一つ政策分析において重要なことは,日 本の場合,

低利子率の環境が定着されていることである。利子率の高低は実物市場に非常

に重要な要因であることは言 うまで もない。

本論はこうい.つた 日本の状況を踏まえて土地需要側 と土地供給側の動的最適

化行動に土地課税 と土地利用規制等の土地政策がどのような影響を及ぼすかを.

分析すること.によって,日 本の土地政策のあ り方について一一つの提案をするこ

とを目的としている。ここでの主な分析方法は均衡分析ではなく,⊥ 地需要側

と土地供給側が独立的に行動するときに,政 策変数が両方に及ぼ しうる影響を

分析 し,そ れが土地市場に掛け得る圧力を調べる。

本論の構成は次のようである。第π章では,本 論での基本的なモデルについ

て述べる。第皿章では土地利用規制ないときの土地課税等の外生変数の変化に

.対する比較静学分析を,第N章 では,土 地利用規制が導入されたときの土地課

税と土地利用規制の比較静学分析を行う。第V章 では本論で得 られた結果を簡

単に述べる。

11モ デ ル

まず,本 論で採用している諸仮定について述べよう。.最初に土地需要側に対

..

」

す る仮 定 を 整 理 して置 こ う。

第1に,土 地 は住 宅 建 殺 業 者 に よ って 需 要 さ れ る。 住 宅 ス トッ クは土 地 と資

本 か らな る.1次 同次 関数 に よ って 生 産 され る とす る。 と ころで,現 実 的 に住 宅

ス トッ クは,様 々 な不 確 実 な 要 因 に よ って も影 響 を受 け る。 住 宅 生 産 技 術 や 政

策 の急 激 な変 化,緻 斉 ヒ体 の嗜 好 の変 化 な どが そ れ で あ り,現 実 的 に これ らの

要 因 は住 宅 ス ト ックの変 化 に大 き く影 響 を与 え る。 従 って,住 宅 ス ト ックの 時

1
圃
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間 変 化 は こ の よ う な リ ス ク 要 因 の 関 数 で あ る 。

住宅ス トジクの時 間変化を4耳 とすると,(1)式 のように確率微分方程式.

に よ っ て表 す こ とが で き る㌔

躍 一た8五4'+σ(k,L,H)dz..(1)

κ≡皿:↓ 地単 位 当 た りの住 宅 資 本 量

.θ:住 宅 建 設 費 用 に 占め る資 本 の シ ェア,(0〈 θ<1)

この 式 は住 宅 ス トック の時 間変 化 が 生 産 関 数 か らの確 定 的 な部 分 と政 策 の不

安 定 な 変 化 等 に よ る不 確 定 な部 分 か ら な って い る こ とを 意 味 して い る 。 こ こで,

..gは ウ ィー ナ ー過 程 を 表 し,σ(ん,五,劫 は確 率 過程 の標 準 偏 差 を表 す 関 数 で あ.

る。 したが って,住 宅 界 ト ック の時 間 変 化 は平 均k'Ldt,分 散 σ24'の 正 規 分

布 に従 う。

第2に,建 設 業 者 は住 宅 の 販売 収 入 か ら諸 費 用 を引 い た 利 潤 を最 大 化 す る と

しよ う。 とこ ろで,建 設 業 者 は(1)式 を制 約 条 件 とす るか ら,将 来 の す べ て の

時 点 に お け る利 潤 の 割 引 現 在 価 値 の期 待値 を最 大 化す る こ と に な る。 住 宅 資 本

の価 格 は一 定(=1).と す る と,そ の]的 関 数 は(2)式 の よ うに 表せ る。

maxE{∬ ・一・[R(H)一k-p(L)L]d41.〆.(2!

ヒ こに,E:期 待 値

R(功:住 宅 の販 売 収 入 関数

ρ(L)L=土 地 に対 す る.支出 関数

(2)式 の よ うな 一般 的 な 関数 形 態 で は分 析 が 困難 で あ るか ら,1～(印 と ρ(ム)の

関数 形 態 を特 定 化す る必 要が あ る・ ここで は・ 分 析 を騨 に す るた や に ・住 宅

価 格 関 数P(H)は 単 位 弾 力 的 な 住 宅 需 要 関 数 に よ って特 徴 され る と しよ う。

そ うす る と,住 宅 収 入 関 数 尺(研 は住 宅 の 販売 量 と関 係 な く,一 定 の収 入R

とな る5】。 次 に,ρ(L)は 開 肇 業 者 が 上 地 供 給 者 に払 って もい い と思 う.土地 購 入

4>住 宅生 産関数が資本 と土地 に対 して1次 同時であ るとす る と,召=超L凪一9の 様 に表 せる。 両

辺 を ムで割 って整理す ると,H=κ 兜 となる。 したがって,1一 θは土地 の分配分 とな る。

5)し たが って,本 論で は住宅販売収入か らの不確実性 は重 要視せず,住 宅 ス トックの不確実性 ノ.
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価 格 で あ るが,開 発 業 者 は 自分 が 土 地 の量 を多 く必 要 とす れ ばす るほ ど
,よ り

多 くの鍾 を払 わ な けれ ば な らな ・・と離 して い る と しよ う
。 このf碇 は,.土

地 購 入 者 の 問 に寡 占 的 な競 争 が 存 在 す る こ と を意 味 す る。 こ こで は,最 も単純

な形 態 と して,線 形 の 地 価 関 数,ρ=δ+σ ム(α>0)を 考 え よ う。 そ うす る と,.

上 地 の 支 出 関 数 は,.

ρ(L)五一 う五+・ ム2.....(3)

とな る 。

.以 上 の仮 定 の 下 で,建 設 業 者 の動 的最 大 化 の 問題 を書 くと
,(4)式 の よ うに

な る。

maxE{fe一"
x,ta【 ・一 剛 一・… 司(、)

subjecttodH=koLdt+σ(14五 .1f)ゴ2,11(0)=1気 。

こ こ に・7は 社 会 的 割 引率 と して の利 子率 で あ り
,」脇 は 住 宅 ス トッ クの 初 期

条 件 で あ る。 この 最 大 化 周 題 の 必 要 条 件 を 導 くた め に ,現 時 点('。)と 初 期 条

件 瑞 か ら始 ま り,(4)式 に よ っ て 最 大 化 さ れ る期 待値 をF(臨 ∬
。)と 定 義 し

よ う。積 分 の 中 の式 をGと す る と,

F・職 ・一鞭 ・{∫回.......
、(・・

subjecttodH=koLdt+σ(κ ,五,.1ヨ)dz,∬(0)=Ho..

と な るrベ ル マ ン の 最 適 化 原 理 に よ っ て(5)式 は ま た(6)式 の よ う に 書 き 直 甦

る。

F(鋤 一4tmaxE{fGdt
k,LD+F('+At,H+△ 功},.(6).

と こ ろで,加 が微 少 な時 間 だ とす る と,最 初 の積 分式 はC湿 と等 しい。.そ.

して,積 分 の2番 目 の式 を α,E)で テ イ ラ ー展 開 す る と,

F('+At,H+4劫=F(4劫 一彩F,(',功 」'+F8(4劫4∬

+瑚 砺 〃(t,H)(』 刀)z+h.・.t(7)

「
.

.

～

一

善

O

＼の下での生産要素の選択行動を重点的に分析 するととになる
。
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と な る 。 こ の(7)式 に 制 約 式 か ら の 関 係,4H=κ 吃4什 σ(κ,L,H)4gと

ウ ィ ー ナ ー 過 程 で の 関 係 式,(」 の2=0,(4の(加)=9,(」2)z=o'dtを 代 入 し

て 整 理 す る と,(8)式 の よ う に な る 。

F('+』 渉,H+』 的=F+Fl4'+F・(kOLAt+ad・)

十1/2F〃 πσ3∠1'十h.o.t.(8)

(8)式 を(6)式 に 代 入 し て,Fを 消 去 し た 後,両 辺 を 加 で 割 っ て,〃 →0

を 取 る と,(9)式.の よ う に,確 率 的 動 的 最 適 化 の ベ ル マ ン方 程 式 が 得 られ る 。

一F,(' ,丑)=maxiG(k,L,H)+左 θ五1㍉(ち 濁乱,L
+1/2a・(k,L,H)FNA(',瑚..図9)

こ.こで,(9>式 を よ り簡 単 に.する た め に,次 の よ うに γ(端 〉関 数 を 定 義 しよ

う。.

F(転 出)=maxE{
k.L∫mGdt}

=・ 一"・maxE
k,L{∫ 『〆 ・・舘}≡ ・一・Ψ(島).(10>.

そ うす る と,

F(t,H)=8一'IV(研

F,(t,E)=一 惚 一"V(劫

FH(あ 劫..=8-7Ψ 身(劫

F冊(',正1)=e-rtVHX(月)...(11).

の 関 係 が 成 立 す る た め,(9)式 は(12)式 の よ う に 簡 単 に な る 。

rV(劫=max[G(κ,五,劫配、L
+な θL砺(劫+1/'2U2(k,L,.E)隔(珈.(12)

第3に,標 準 偏 差 関 数 はHに 対 して 線 形 関 数 で あ る と しよ う。 す なわ ち,

a(k,L,劫=off,し た が って,02(κ,L,劫=a2H2

最 後 に,政 策 当 局 に よ っ て 住 宅 の 販 売 収 入 に は α 率 の所 得 税 が,資 本 と土

地 の使 用 に は 開.発負 担 金 と して,そ れ ぞ れ γ率 と ω 率 の金 額 が 課 せ られ る と
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しよ う。

以.Eの 仮 定 を総 合 す る と,最 終 的 に 求 め るべ き微 分 方 程 式 は(13)式 の よ うに

な る。

〃(劫 一max[(1-a)R一(1+γ)κ 二(1+m)砿 一(1+ω)・L2.κ,L
+κ 牝 砺(劫+レ2ゲH27舳(幼](B)

次 に,土 地 供 給 者 側 につ い て 述 べ よ う。

第1に,土 地 所 有 者 は住 宅 を建 設 せ ず に,住 宅建 設 業 者 に売 る と しよ う。 初

期 点 で 土 地所 有 者 は8。 だ け の未 開発 地 を保 有 して お り,そ の 販 売 収 入 か ら諸

費用 を 引 い た利 潤 を最 大 化 す る と しよ う。 そ して,土 地 需用 者 の場 合 と同 じ く,

土 地所 有者 の場 合 も上 地 保 有 に リス ク要 因 が 存 在 す る と仮 定 しよ う。

未 開.発地 ス トッ クの時 間変 化 をdBと す る と,(14)式 の よ うに確 率 微 分 方 程

式 に よ って表 す こ とが で きる。

dB=一Ldt十 σ(L,B)49....(14)

L=.土 地 の 供給 量

この.式は未 開発 地 の時 間変 化 が 土 地 の 供 給 量 だ け 減 少 し,不 確 定 な部 分 に よ っ

て も影 響 さ れ る こ とを意 味 して い る。 こ こ に,σ とzは 前 と同 じ もの で あ る。

第2に,土 地 所 有 者 は土 龍 の販 売 か らの 利 潤 を 最 大化 す る が,(14)式 を制 約

条 件 とす るか ら,将 来 のす べ ての 時 点 にお け る利 潤 の 割 引 現在 価 値 の期 待 値 を

最 大 化 す る こ と に な る。 こ こで 政 策 当局 が,土 地 の販 売 収 入 に対 して は ん率

の 所 得 税(土 地 譲 渡 税)を 課 し,土 地 の 保 有 に 対 し て はC(B)だ け の 土 地 保

有 税 を課 す と しよ う。 そ うす る と,土 地 所 有 者 の 目的 関 数 は(15)式 の よ うに表

せ る。

塑 ・・{∬ ・…[(・ 一・)ρ(・)・一C(・)]・'}』.(15).

こ こに,8:期 待 値

ρ(五)L:土 地 に対 す る支 出 関 数

C(B):⊥ 地 保 有 税 関 数

ー

ー
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こ の最 適 化 の 問 題 を解 く#め に は,前 と同 じ く.,ρ(L).とC(B)の 関数 形 態

を特 定化 し な けれ ば な らな い 。 次 に,ρ(五)は 土 地 所 有 者 が 開発 業 者 か ら も ら

え る と思 う土 地 販売 価 格 で あ るが,土 地 所 有 者 は 自分 が 土 地 を 多 く供給 す れ ば

す る ほ ど,上 地 の販 売 価 格 が 減 少 す る と予 想 して い る と しよ う。 とい うの は,

土 地 供 給 音 聞 の競 争 が あ る た め,土 地 所 有 者 が よ り多 くの 土 地 を 売 ろ う とす る

とそ れ だ け買 い手 との交 渉 力 が 弱.くな るか らで あ る5}。

こ こで は,前 と 同 じ く最 も単 純 な形 態 と し て線 形 の 地 価 関 数,P=`一4乙,

(4>0)を 仮 定 し よ う。 そ うす る と,土 地 の 収 入 関 数 は,(16>式 とな る 。

ρ(L)五=σ 正,一dL,z.(16)

次 に,.土 地 保有 税 額 は,未 開発 地 の 面 積 が 大 き くな るに つ れ て,そ の負 担 も大

き くな る と仮 定 しよ う。 こ こで は,単 純 な 比 例 税 を 仮 定 しよ う。 そ うす る と,

二L地保 有 税 額 は,

rB,τ:土 地保 有税 率

最 後 に,標 準 偏 差 関 数 はBに 対 して 線 形 関 数 で あ る と しよ う。 す な わ ち,.

σ(ム,B)=aB,し たが っ て,♂(L,B)=02$2

以 上 の仮 定 を総 合 す る と,土 地所 有 者 の 場 合 のベ ル マ ン方 程 式 は(17)式 の よ う

に表 せ る。

〃(β)=max[`(1一 κ)L-d(1「 履)L2-rB-LVB(B)

+1!2σ2B2%β(B)]..-(17)

m最 適 解 と比 較 静 学 分 析.

1最 適土地需要量 と開発密度

最 適 な土 地 需 要 量 と開 発 密 度 を 求 め る た め に は,(13)式 の評 価 関数 γ(の を

求 め な けれ ば な ら ない 。 まず,(13)式 を んで 微 分 す る こ とか ら(18)式 の よ う

に最 適 開 発 密 度 ん*が 得 られ る。

6)し たがって,本 論では実際の ヒ地の市場価格ではな く,土地所有者の毛観的な予想価格の下で

土地供給量を決める問題を分析することになる、,
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κ*=(1十 り)平〆(e-Doha-mVx(1ノ>1/u一 の(18)

.次 に,Lに 対 し て の 最 大 化 の 条 件 か ら 最 適 土 地 需 要 五*.が 求.ま るl

L*一(2a(1+ω)]一'[kovm(E)一(1+レ)た 一 わ(1+ω)](19).

さ ら に,(18)式 を(19)式 に 代 入 し て 整 理 す る こ と に よ っ て,.が を パ ラ メ タ ー.

と 砺(籾 だ け で 表 す こ とが で き る 。

五*=[2a(1一 トとり)]一且(1-B)(1一 ←り)θ〆`β一Dea/〔1-91iJA(1y)1/(1　の一 ウ〆2α

(20)

(18)式 と(20)式 を(13)式 に 代 人pで 整 理 す る と,次 の 微 分 方 程 式 が 得 ら れ る 。

1彦 σ2∬2堀(劫+My,(H)2/q一 θL〃 〔劫+4-la-1わ2(1+ω)

十(1一 α)ム～=0...、..(21)

こ こ に,』 匠≡[2a(1十W)7一`(1一 θ).(1十 γ)"ノ〔B-1)【1一.(1一 の!2一 の

こ の 微 分 方 程 式 を 満 た す 評 価 関 数 を 求 め る と,(1S)式 と(20)式 か ら最 適 解 を 求

め る こ と が で き る 。

そ の 評 価 関 数 γ(扮 「ρ 候 補 と し て,.

レ㈹=AH2川+θ'+9.....(22)

.を 考 え て み よ う 。 こ こ に,Aとgは 方 程 式 か ら 決 め ら れ な け れ1ギ な ら な い 未

知 の 数 で あ る 。 こ れ か ら,

レ唇(劫=2(1十 θ〉一'AH〔L一の〆(1+の 、...・..(23)

砺(1ヨ)2/(1…81=22〆 〔1一の(1十 俘)一軍〔1一のA2!〔1-91×2/(1+B).(24).

.1・2σ2H2恥 ㈹=(1-B)(1+の一2σ2朋2/u+の..(25)

の 関 係 が 得 ら れ る 。 こ の 関 係 を 〔21)式 に代 入 す れ ば,

[乃4一(1-e)(1十 θ)一WA-5且2/(1一 θ〕]∬2〆q+の十rg-4-la-Lδ2(1十 ω)

一(1一 α)ム～=0(26)

こ こ に,S≡(1一 θ>2(1+θ)2/〔 θ一"一Q(-+ω>1-1[2(1+γ)一101W/〔1-87と な る 。

と こ ろ で,(26)式 は ど のHに 対 し て も ゼ ロ に な ら な け れ ば な ら な い た め,

rA一(1一 θ)(1十 θ)皿2σ2!1-SA2ノ α一θ,=O..¢7>

「
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碧 一4-18-1西2(1+ω)一(1-a)R=0.....(乞8)

r

が 成 立 し な け れ ば な ら な い 。 した が っ て,..

且=S〔 θ一1,〆q+の『 一(1二 の(1十 θ)一2σ2ユq-9,〆(1+θ,..(29)

8=1〃[4-la-1う2(1+ω)+(1一 α)R].㌔.'...(30)

と な り,.ま た(22)式 か ら 評 価 関 数 は

y(劫=(1/4)(1+θ)2/('+8,[α(1+ω)]('一 θ)ノ〔'+の[(1+γ)θ 一'(1-e)】28〔'+θ,

x[r一(1一 θ)(1+の 一2a`](1-9,/〔1+の∬2川+の

+1〃[4　 1α　1δz(1+ω)+(1-a)R].(31)

と な る 。

そ し て,(31)式 か ら 砺(研1〆11-BIを 求 め て,(18)式 と(20)式 に 代 入 す れ ば,

最 適 開 発 密 度 κ*と 最 適 土 地 需 要 五*が 求 ま る 。 す な わ ち,現 在 時 点(0)で の

住 宅 ス ト ッ ク が 昂 と し て 与 え ら れ た な ら ば,

κ*=2一'/(]一 の[a6(1+ω)(1+θ)(1+7)一1]1!〔1+鱒(1一 θ)2'(1-M(1+'レ

x[r一(1-B)(1+θ)一2σ2]1〆{1+θ1島1〆q+o}.(32)

五・=2`2一 θ〕/(1-0)[α一1θ一1(1+ω)一 二(1+θ)σ+γ)]θ 〆q・θ,(i一 θ)2〆q一のq・♂}

x[アー(1一 θ)(1十 θ)一2σ2]1/(L+θ,Eb1/〔1+の一 躍 α.(33>

.の よ う に 表 せ る.。

こ こ か ら は,(32)式 と(33)式 に 基 づ い て 政 策 変 数 と パ ラ メ:タ ー の 変 化 に 最 適.

解 が ど の よ う に 変 化 す るか 比 較 静 学 分 析 を して み よ う 。 ま ず,住 宅 ス ト ッ ク の

外 生 的 増 加 の 効 果 は,

∂κ*/∂」ヨ』>0

∂五*/∂瑞>0

で あ る か ら,住 宅 ス ト ック が 大 き く な る ほ ど 開 発 密 度 も 土 地 需 要 も増 加 す る こ

と に な る 。

次 に,土 地 価 格 の 外 生 的 増 加 の 効 果 は,.

∂ん*!0α>0
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∂五*ノ∂α<0

で あ るた め,土 地 需 要.は減 る.一方,開 発 密 度 は 増 加 す る 。 これ は 土地 か ら資 本

べ の代 替 が 起 こ るか らで あ る。

次 に,土 地使 用 に対 す る 開発 負 担 金 の効 果 を見 て み よ う。

∂k*/∂ω>0

∂五*/∂ωく0

で あ るた め,土 地 価 格 上 昇 の場 合 と同 じ く,土 地 か ら資 本 へ の代 替 が お こ り,

開発 密度 は増 加 す る反 面,土 地 需 要 は減少 す る こ とに な る6

次 に,資 本 へ の 開発 負 担 金 の賦 課 の効 果 は,

∂κ*∠∂γ〈0

∂L*/Or>0

で あ るか ら,土 地 に課 せ られ た場 合 と反 対 に,資 本 か ら土 地 へ の代 替 が起 こ り,

開発 密 度 は減 少 ず る反 面,上 地 の需 要 は増 加 す る。

次 に,利 子 率 の 増 加 の 効 果 を 見 て み よ う。

∂κ*/∂γ>0.

∂L*/∂F>0

で あ る 。 つ ま り,利 子 率 の増 加 は将 来 の 期待 利 潤 よ り現 在 の利 潤 を よ り強 く選

好 す るよ うに す る効 果 を持 っ てい るた め,現 在 の 開 発 密 度 と上 地 需 要が 促 され

ぞ る
。 と ころ で,日 本 の場 合 非 常 に低 し・準 準 の利 子 率 政 策 が 維持 さ れ て お り1

最 近 も利 子 率 の 引 き 下げ が行 わ れ た。 上 の結 果 か ら見 る と,こ の よ うな 政策 は

現 在 の 開 発 を 抑 制 さ せ る た め,.土 地 の有 効 利 用 を 阻害 す る と言 え よ う。.

最 後 に,リ ス ク要 因 の増 加 の効 果 を調 べ て み よ う。

∂配*ノ∂σ2く0

∂L*ノ70,<0

で あ る た め,利 子 率 増 加 の 効 果 と反 対 の 結 果 とな る.g土 地 政 策 の不 安 定 さか ら

出 て く る将 来 の住 宅 ス トックの リス ク要 因 が 大 き くな れ ば な る ほ ど,現 在 の 開

発 を抑 制 し,将 来 の 開発 を選 好 す る こ とで あ る。 つ ま り,期 待 利 潤 が 同 じで あ
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れ ば,現 在 の 開発 よ り.将来 の 開発 を選 択 す る とい う こ とで あ る 。 この よ うな結

果 は,評 価 関数 の性 質 か ら来 る もの で あ る。 評 価 関 数 は(22)式 か ら,

レ(劫 一Aη2ぺ1+8'+9....(22)

で あ った 。 こ こで,こ の 関 数 に基 づ い て相 対 的危 険 回 避 度R(7)を 計 算 し てみ

る と,

1ヒ(ア)=一Hy盈 丑(17)/1ノ盈(正～)<0..(34>

で あ るた め,開 発 業 者 は リス ク選 好 者 の よ うに行 動 す る こ と に な る。 した が っ

て,リ ス ク要 因 の 増 加 は 現在 の 開発 よ り将 来 の 開発 を選 好 す る よ う にす るの で

あ る。

2最 適土地供 給量

こ.こか らは,土 地 供 給 者 の場.合の最 適 土 地 供 給 量 の 決 定 の 問題 を考 え てみ よ

.う。 この 問題 は(17)式 の ベ ル マ ン方 程 式 の 評 価 関 数 を求 め る こ とに帰 す る。

まず,(ユ7)式 の最 大 化 の1次 条 件 か ら,最 適 土 地 供給 量 正*を パ ラ メ ター と

評.価関 数で 表 す こ とが で き る。

五*=一(1/2)d　 1(1一 に)一1鞠(1ヌ)十(ソ24.(55)

(35)式 を(17)式 に代 入 して 整 理 す る と,次 の微 分 方 程 式 とな る。

M3σ2B2恥(β)+(1/4)d-1(1-K)一 Ψ 』(β)2一(1溜)σ4一Ψ(B)

一rV(β)一 τB+(1/4)c'd-i(1一 κ)=0(36)

こ の微 分 方 程 式 を満 たす 評 価 関数 を求 め る と,(35)式 に よ って最 適 土 地 供 給 量

を求 め る こ とが で きる6そ の評 価 関数 γ(劫 の候 補 と して,

レ(B)=ES'+EB+ゴ.(37)

を 試 み てみ よ う。 こ こに,E,ゑ プは方 程 式 か ら決 め られ な けれ ば な らな い 未

知 数で あ る 。 これ か ら,さ ら に,

V,(B)=2朋+F....(38)

レ唇(β)2=4E215z十41ヨFB十F2...(39)

1尼 σ2β2㌦(B)一 σ2E82....(40)
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の 関 係 が 得 ら れ る 。 こ の 関 係 を(36)式 に 代 入 し て 整 理 す る と,次 の 関 係 が 得 ら

れ る 。

.[4-1(1-K)一1左2十 σ2E-rE]お2=0.(41)

[4-1(1_κ)一'EF-cd一'E一 τ一7ノ;〕B=0..(42}

2ゴ→一(1/4)c34-1(1-K)一(1/2)64一'F一 ト(1/4)4}1(1一 κ)雫IF2=0(43)

こ の3つ の 関 係 か ら,.E,F,jを 求 め る と,

E=d(1-tr)(ア ー σ2)

F=(一1ザ)[`(1一`)(γ7σ2)+τ]

ゴ=(1〃 〉[(1/2)`4一'F一(1!4)σ24-1(1一 κ)一(1/4)6-L(1-K)一1F2]

と な り,ま た(37).式 と(38)式 か ら,

評 価 関 数 と評 価 関 数 の1階 導 関 数 は,

レ(B)=4(1一 κ)(7-02)B2一(1/02)[`(1一 κ)(7-a')十 τ]β十∫(44)

V(B)=24(1一 κ)(γ一 σ2)8一(1/b2)[`(1-c)(7-02)十 τ】(45)

と な る 。

そ し て,(35)式 に(45)式 を 代 入 し て 整 理 す る と,最 適 土 地 供 給 量 が 求 ま る 。 す

な わ ち,現 在 時 点(0)で の 未 開 発 地 の ス ト ック がB。 と して 与 え ら れ た な ら ば,

L*=(σ2-r)B。+[`γ(1一 κ)+z]/[2ゴ(1一 κ〉σ2].

の よ う に 表 せ る 。

こ こ か ら は,(46)式 に 基 づ い て 政 策 変 数 と パ ラ メ タ ー の 変 化 に 最.適 解 が ど め

よ う に 変 化 す る か 比 較 静 学 分 析 を し て み よ う 。 こ こ で,7>.σ2を 仮 定 し よ う 。

ま ず,未 開 発 地 ス ト ッ ク の 外 生 的 増 加 の 効 果 は,

∂L*/∂80=一(7-oz)〈o

で あ る か ら,未 開 発 地 ス ト ッ ク が 大 き く な る ほ.ど 土 地 供 給 量 は 減 少 す る こ と に

な る 。 しか し,こ の 結 果 は.7>σ2の 仮 定 か ら 来 る も の で あ り,も し リ ス ク 要

因 が 利 子 率 よ り大 ぎ い 場 合 に は そ の 反 対 の 結 果 も あ り得 る 。

次 に,土 地 価 格 の 外 生 的 増 加 の 効 果 は,

∂五*ノ∂6=認4σ2>0
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で あ るた め,土 地 供 給 量 は増 加 す る。 これ は常 識 的 な結 果 で あ る。

続 い て,土 地 保 有 税 の効 果 は,.

∂五*/∂τ=1/[24(1一 κ)σ2]>0

で あ るた め,土 地 供 給 量 の増 加 を もた らす 。

次 に,土 地 譲 渡税 の効 果 は.

∂五*/∂κ=τ/[24(1一 κ)2021=(τ/(1一 κ)〉(∂L*/oz)>0..(46)

で あ るか ら,土 地 の供 給 を増 や す こ と に な る。 土 地 譲 渡税 は ロ ック イ ン効 果 に

'よ
って,土 地 の供 給 を抑 制 す る のが 一 般 的 な 見 解 で あ るた.め,.こ れ は非 常 に意

外 な 結 果 で あ る。 この こ とが 起 きた の は次 の よ う に説 明 で きる。 譲 渡 税 率 の引

き上 げ ぽ土 地 販売 か らの利 益 の減 少 を もた らす が,そ の 反面 土地 市 場 で の土 地

所 有 者 の マ ー ケ ッ トパ ワー も大 き くな るた め,譲 渡 税 の 引 き上 げ は土 地 所 有 者

の 土 地 販 売 の 純利 益 に は影 響 を もた らさ ない 。 と ころ が,.ヒ の結 果か ら分 か る

よ う に,土 地 販 売 の増 加 に よる土 地 保 有 税 の 節 約効 果 は譲 渡 税率 が大 きい ほ ど

大 き くな るた め,譲 渡 税率 の 引 き.トげ は.L地 の供 給 を増 大 させ る こ とに な る。

譲 渡 税 と土 地 保 有 税 の この よ うな 関係 は今 まで 指摘 され な か った もの で あ る。

80年 代 後 半 の 日本 と韓 国 の 激 しい地 価 上 昇 の原 因 の一 つ と して 多 くの論 者 が 高

い土 地 譲 渡 税 率 を 上 げ て い るが,よ り重 要 な原 因 は土 地 市場 で の 不確 実性 を含

め,土 地 所 有 者 の 強 い マ ー ケ ッ トパ ワー と低 す ぎ た土 地 保 有 税率 で あ る可 能性

を否 定 で き ない 。 以.』の よ うに,土 地 譲 渡 税 が 土 地 供 給 量 を減 らす とは 「概 に

言 えず,関 数 形 態 に よ って は そ の 反対 の結 果 も出 る ので あ る。

最 後 に,利 子 率 と リ ス ク要 因 の効 果 で あ るが,両 方 と もは っ き り しな い のが

分 か る㌔

IV土 地利用規制 と土地課税

土 地 利 用 規 制 に は 様 々 な 政 策 手 段 が あ る が,こ こで は 容 積 率 規 制 と最 小 敷 地

7)リ スク要因の効果に対 しては,相 対 的危 険回避度 を計算す ることによって、確認で きる。つま

り,V月(8)の 符号が は っき りしないため,相 対.的危険回避度の符号 も決ま らな くなる。

評

「
.



b

不確 実性.ドの土地 課税 と土地利用規制の経済効果.(565)123

規制だけを取 り上げる。 こうような規制は土地開発を適切に管理することと関

.係するから,基 本的に土地の需要面に関わる。ここでは,こ ういつた規制の下

での上地課税の政策効果を分析することにする。

1容 積率規制 と最適土地需要量

容 積 率 規 制 は単 位 当 た りの土 地 に投 入 され る資 本 の 量 κ を一 定 の水 準 た 以

下 に抑 制 す る制 度 で あ る。 こ こ で は,こ の 規 制 が 制 限 的(binding)で あ る と

仮 定 しよ う。 この 規 制 が 導 入 さ れ る と,κ を超 過 す る資 本 は投 入 で きな い た め,

住 宅 開 発 者 の 最適 化 問 題 は,

7y(劫=max【(1-a)R一(1+γ)屍 一(1+ω 〉わ五一(1+ω)σL2

十 κθL砺(1ヲ)十1/2σ2H2砺 κ(E)].(47)

み よ うに な る 。つ ま り,.規 制 下 の開 発 業 者 は 一 定 の 開 発密 度 の 下で 最適 な土 地

需 要量 を選 ふ こ と に な る。 この 最 大 化 の1次 条 件 か ら,最 適 土 地 需 要 量 をパ ラ

メ タ ー と 陥(研 の式 と して表 す こ とが で きる。 す なわ ち,

.五・一[2a(1+ω)P[ゼ 玲(劫 一(1+γ)ん 一酉(1+ω)](48)

とな る。 次 に,(48)式 を(47)式 に 代 入 して 整理 す る と,次 の微 分 方 程 式 が 得 ら

れ る。

1/2σ21コ「2V盈〃(E)十C玲(H)2十UV,(々)一 アレ「(ヨ)十E=0(49)

こ こ に,C一 【4a(1+ω)】 一1k20

0≡ 一(1/2)α 一1κσ[(1+ω)(1+γ)ん+う]

E≡[4a(1+ω)_,(1+γ)勉3+(1・2)a一'b(1+r)k+(1/4)σ 一'う2(1+ω)

+(1一 α)R

前 と同 じ く,こ の微 分 方 程 式 を満 た す 評 価 関 数 を 求 め て,規 制 下 の最 適 土 地

需 要量 を 求 め る こ とが で きる。 そ の 評 価 関 数F(印 の 候 補 と して,

・.y(∫f)=1『H2一 十一GH十御(50)

を試 み て み よ う。 こ こ に,FG,〃2は 方 程 式 か ら決 め られ な け れ ば な らな い未
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知 め数 で あ る。 これ か ら,

砺(1ノ)=2Fノ 呈「十{3....(51)

レ曾(正～)3=4F2」 ∫2十4FGH十G'....(52)

1/2σ21ノ呂玲 ∬(E)=σ3FHZ(53)

の 関係 が 得 られ る。 この 関 係 を(49)式 に代 入 して整 理 す る と,次 の3つ の 関係

が 得 られ る。

4CF2十 σ2F-rF=0..(54)

4FGC十2PF一 ノG=0..(55)

CG2十DG十E-77π=0.....(56)

そ して この 関 係 か ら,Fと σ は,

F=(1/4)C-1(7-a2)..(57>

θ=(1/2)C-11)(r/a2-1)(58)

とな る。 さ ら に,こ れ を(51)式 に代 入 す る こ と に よ って,玲(H)を 求 め る こ

とが℃ き る。 こ う して 得 られ た 砺(研 を(48)式 に代 入 して整 理 す る と,.規 制

..ドの最 適.ヒ地 需 要 量 をパ ラ メ ター で表 す こ とが で きる。

L*=κ一 『(r-U2)H一(〃2α σ2)[(1十 ω)　1(1十 γ)κ十 西】(59)

こ こか ら は,(59)式 に 基 づ い て 政 策 変.数とパ ラ メ タ ー の変 化 に最 適 解 が どの

よ うに変 化 す るか 比 較 静 学 分析 を して み よ う。 前 と同 じ く,7>σ2を 仮 定 し よ

う。 ・.1.{

まず,住 宅 ス トック増 加 の 効 果 は,

∂ひ/∂玩=κ一 θ(7-Oz)>0

で あ るか ら,住 宅 ス ト7ク の 増加 は土 地需 要 の増 加 を も た らす 。 この 結 果 は規

制 の な い 場 合 と同 じで あ る が,規 制 が.厳 しい ほ ど1(κ が 小 さい ほ ど)土 地 需

要 の増 加 程 度 は 大 き くな る。 これ は規 制が 厳 しい ほ ど,土 地 を も っ と使 用 す る

こ とに な るか らで あ る。

次 に,規 制 の 変 化 の効 果 を 調 べ て み よ う。

∂L*/∂κ=一Bk-e-i(r-o『>H一(〃2α σ2)(1+ω)一L(1+γ)<0
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で あ る た め,規 制 の 緩 和 は土 地 需 要 を 減 らす こ とに 看 る。 これ は,当 然 の こ と

なが ら,規 制 の緩 和 に よ って.上地 の資 本 へ の代 替 が 起 こ るか らで あ る。

次 に,外 生 的 な土 地 価 格 の上 昇 の効 果 は土 地 需 要 の 減 少 を もた らす 。

∂正割∂西=《 〃24め<0

続 い て,土 地 使 用 に対 す る開 発 負 担 金 の 効 果 を 見 て み よ う。

∂L*β ω一(〃2σσ2)(1+γ)κ>0

で あ るた め,土 地 に対 す る開 発 負担 金 は土 地 需 要 の増 加 を もた らす 。 これ は....・.

見 意 外 な 結 果 で あ る.こ の こ とは,土 地 へ の 開発 負 担 金賦 課 に よ って 土 地 が 相

対 的 に高 くな った た め,資 本 へ の代 替 が 起 こ るが,資 本一 土 地 比率 を規 制 水 準

ま で 保 つ た め に は土 地 も もっ と使 用 しな けれ ば な らな い か らで あ る 。

最 後 に,利 子 率 と リス ク要 因 の効 果 を見 て み よ う。 次 の式 か ら分 か る よ うに

両方 と もは っ き.りした 結 果 は出 な い 。

∂五*/∂r=k-OH一(1伽 σ2)[(1+w)一1(1サ)κ+占]

∂乙*∠∂a'=.一k-OH+(η2α σ4)[(1+ω)一1(1+r)k+b].

'り.スク要 因 の効 果 が は
っ き り レな いの は,評 価 関 数 か ら確 か め る こ とが で き

る。(50)式 か ら,評 価 蘭 数 は γ(珊=FH2+Gπ+"で あ るが,F>0 ,G<0

で あ るた め.,相 対 的 危 険 回避 度R(の(=一H玲 β薦)の 符 号 が は っ き り決 ま ら

な いか らで あ る。

2最 小敷地規 制 と最 適土地 需要量

最小 敷 地規 制 は住 宅 の敷 地 を一 定 の 永 準 以 上 にす る こ とに よ って望 ま.しい住

環 境 を確 保 す る制 度 で あ る 。 こ こで も前 と 同 じ く.規 制 が 制 限 的(binding)

で あ る と仮 定 しよ う。 この 規 制 の ドで の 住 宅 開発 者 の最 適 化 問題 は,

アF(劫=max[(1一 α)R一(1+γ)砿 一(1+ω)屍 一(1+0))α 〃左.
_

+κ8L蝋 劫+1・2σ2H2恥 ㈹].(60)

の よ うに 表 せ る 。つ ま り,最 小 敷 地 規 制 下 の 開 発 業 者 は 敷 地 の規 模 を 一定 に維
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持.し な が ら,最 適 な 資 本一 土 地 比 率(開 発 密 度 〉 を 選 択 す る こ と に な る 。 こ の

最 大 化 の1次 条 件 か ら,最 適 土 地 需 要 量 を パ ラ メ タ ー と 砺(研 の 式 と し て 表

す と,

.な・一(1+.γ)・/・θ一・θ・〆〔L一の砺(劫1バ1一 動...(61)

と な る 。 次 に,(61)式 を(60)式 に 代.入 して 整 理 す る と,次 の 微 分 方 程 式 が 得 ら

れ る 。

1尼 σ2E2y盆8(劫+NVH(H)"〔1-a)一rV(月)+ノ 〒0.(62)

こ こ に,ハ1三(1一 の(1十 γ)θ佃 　Dθθ川 一の五

1三 一(1+ω 〉砿 一(1+ω)σL2

こ の 微 分 方 程 式 の 評 価 関 数y(劫 の 候 補 と レて,

y(E)=PH"e十9...(63).

.を 考 え て み よ う。 こ こ に,Pと8は 方 程 式 か ら決 め ら れ な け れ ば な ら な い 未

知 の 数 で あ る 。 こ れ か ら,

砺(E)=(1/θ)1～H(1-W9....(64)

y盆(劫1バ1一 θ》=θ1!{H,PL〆q一 θ,Hレθ..(65)

1だ σ2∬2V朋(H)=(1氾)(1一 θ)θ一2σ2P1∫1"(66>

の 関 係 が 得 ら れ る 。 こ の 関 係 を(62)式 に代 入 して 整 理 す る と,次 の 関 係 が 得 ら

れ る 。

(1-B)(1+γ)B/0一"B-1五P1/q一',+(1尼)(1一 θ)θ一'o'P-rP=q(67)

ノー ㎎ 一 〇.....68>

した が っ て,∫)と8は,

1⊃=[γ 一(1/2)(1一 θ)θ一2G2】q一の〆8(1→一γ).[五θ一1(1一 の 】(θ一D/σ(69)

. 8=〃.....(70)

.と な る 。 こ れ と(61)式,(65)式 を 利 用 し て,最 小 敷 地 規 制 下 の 最 適 開 発 密 度 を

.求 め る こ と が で き る 。 す な わ ち,

κ*=[7一(1/2)(1-B)θ 一2σ211〆θ[LO一'(1一 の]一1/旦171/9.(71)
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とな る。

こ こか らは,(71)式 に基 づ い て 政 策 変数 とパ ラメ ター の変 化.に最 適 解 が どの

よ う に変化 す るか 比 較静 学 分析 を して み よ う。前 と同 じく,ア>orzを 仮 定 しよ う。

まず,住 宅 ス ト ック増 加 の効 果 は,

∂ん*/∂島 一[γ一(1の(1一 の θ一2Q21v6011一の/∂[五(1一の]一"#H('一〃'">0

で あ るか ら,住 宅 ス トックの 増 加 は 開 発密 度 の増 加 を もた らす 。 この 結 果 は規

制 の な い 場 合 と同 じで あ るが,規 制 が 厳 しい ほ ど(τ が 大 きい ほ ど)開 発 密

度 の 増 加 程 度 は小 さ くな る 。 これ は規 制 が 厳 しい ほ ど,土 地 を も っ と使 用 す る..

こ とに な る か らで あ る。

次 に,規 制 の 変 化 の効 果 を調 べ てみ よ う。

∂κ*/∂五=

一 θq一',/θ[・一(1/2)(1-B)θ一2σ2]1"τ一`監+卿(1一の一v#Hl〆θ<0.

で あ る た め,.規 制 の 強 化 は開 発 密 度 の 減 少 を もた らす 。 これ は,当 然 の こ とな

が ら,規 制 が 強 化 され る と,土 地 を も っ と使 用 しな けれ ば な ら ない か らで あ るり

続 い て,利 子 率 上 昇 の 効 果 を見 てみ よ う

∂κ*∠∂プ=[γ一(1/2)(1一 θ)θ皿2σ2]11-0`061{1-8)/a[L(1一θ)]一【!θH1/θ>0

.で あ るた め,利 子 率 の 上 昇 は現 在 時点 で の 開発 密 度 の増 加 を もた らす 。

最 後 に,リ ス ク要 因 の増 加 が もた らす 効 果 を見 る と,

∂ん*/∂σ2=一(1尼)[7一(1鋤(1-e)θ 一2σ2]11-0)/80(-一w"L-v9

×(1一 θ)(B-1)/Ogve

で あ る ため,政 策 の 不 安 定 さ か ら出 て くる リス ク要 因 ボ 大 き くなれ ば な る1琴ど,

現 在 の 開発 密 度 は抑制 さ れ る こ とに な る。 これ を確 か め るた め に,評 価 関 数 か

ら相 対 的 危 険 回避 度 を計 算 してみ る と,

R(ア)〒 一HI菊H/玲=一(1一 θ)/θ〈0

で あ るた め,開 発 業 者 は リス ク選 好 者 の よ う に行 動 す る こ とに な る。 したが っ

て,リ ス ク要 因 の増 大 は現 在 の 開発 よ り未.来の 開 発 を 好 む よ うに な る ので あ る 。
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Vお わ り に

以 上 の 分 析 か ら得 られ た 土 地 政 策へ の示 唆 点 を整 理 す る と次 の よ う にな る。

.・.第 」 に,リ ス ク要 因 が 存 在 す る と,動 的最 適 化 の解 は利 子 率 と リ ス クの 差 に

よ って 影 響 され る こ とで あ る 。 そ して,土 地 課 税 等 の 政 策 の 効 果 もそ の差 が大

きけれ ば 大 きい ほ ど,大 き くな る 。 しか し,日 本 の 場 合,利 子 率 が 非 常 に 低 い

己.水 準 に維 持 され て い る 反 面,政 策 の可 変 性 か ら出 て く.る不確 実 性 はわ りと高 い

鐙..。 とを考 えると,蕨 の効果もその分落ちる可能性がある。とである.し た

がって,一 貫 した政策環境や透明性のある政策尉立などの対策が必要と考えら

謙 れる..

第 二 に,リ ス ク要 因 と関わ る もう一 つ 重 要 な点 は,日 本 の場 合,経 済主 体 が
.碇..

蓼.・ リス ク選好 者 の様 に行 動 す る可 能 性 が あ る こ とで あ る。 この場 合 問 題 とな る の

嚢.は,例 えば上地の有効利用を目的に上地課税を変更したとき,そ れが リスク要

因を増大してしまうと,む しろ土地の有効利用を遅延させる可能性 もあること

:・壽 で あ る ・

第 三 に.土 地 利 用税 制 が 制 約 的 な場 合 には,政 策 変 数 とパ ラメ ター の肇 化 に.

よ る効 果が 反対 に な った り,不 明 瞭 にな る可 能性 が あ る こ とで あ る。 日本 の揚

錨斜 灘lll羅lllll総灘 二
.釜購搬熱羅墓罐雛衆貿!繰雰誌灘灘

期 した い。

:欝∫灘
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